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【研究ノー ト】
9.11事件のニューヨーク市被災地域
に対する連邦財政援助
—一連邦会計検企庁のレポートー――
横田 茂
I . はじめに
2001年9月11日にハイジャックされた飛行機の激突によりニューヨーク
のワールドトレードセンター・タワーが崩壊した出来事は，合衆国史上も
っとも大きい都市災害のひとつである。飛行機に閉じ込められていた乗客，
タワーのオフィスや商店で朝の仕事を始めた人たち，地下の通勤駅を通過
していた人々，そして救援にむかった消防局や警察局の職員などをふくむ
3043人の命が失われ，数えきれない人々が肉体的・精神的に傷つき，周辺
のおびただしい建物が被害を受け，電気・交通・通侶施設などライフライ
ンが使用不能となった。ロワーマンハッタン（マンハッタン南部地区）の
約3000平方フィートの商業地区がこうむった深刻な破壊により 1万8000近
い事業所が崩壊するか移転を余儀なくされ，市内の民間雇用は 9月11日か
ら同年12月までに 8万3000人減少した 1)。いうまでもなくこれは従来の地
震台風洪水，噴火などといった自然の威力がひきおこした大災害では
なく，かってほとんど類例のない政治的行動がうみだした特異な人為的災
害であった。
1)拙稿「『2001年9月11日』後のニューヨーク市の経済と財政」『関西大学商学論集』
第47巻第 I号， 2002年4月。
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都市災害としての「9.11事件」の特異性は．合衆国における在来の災害救
援・復興財政とは異なる新たな経験を生み出すこととなった。この小論は．
連邦会計検在庁が2003年10月に連邦議会へ提出したレポート．『September
11: Overview of Federal Disaster Assistance to the New York City Area』
を対象とする研究ノートである。このレポートは，連邦上院の環境・公共
事業委員会委員長と上院議員ヒラリー・クリントンおよびジョージ・ヴォ
イノヴィチの要求に応えて作成された。これは事件直後から2003年6月末
(2003会計年度末）までに行われたニューヨーク市に対する連邦議会と政
府の財政的支援を連邦サイドから明かにしたもっとも包括的な資料であ
り．ニューヨーク市の被災地域の復興をめぐる諸問題を展望するうえでも
必読の文献であろう 2)。それはまた災害復興財政の研究にとっても興味深
いさまざまの論、点をふくんでいる。
I. 救援・援助財政の立法と執行体制
1 . 財政立法の経緯と特徴
ブッシュ大統領は，事件の直後にニューヨーク市地区の復興を支援する
ために連邦政府が少なくとも200偉ドルの支出を行うことを約束し，連邦
議会に対してその特別立法を要請する書簡を送付した。
1974年に制定された連邦の災害救援• 緊急援助法 (RobertT. Stafford 
Disaster Relief and Emergency Assistance Act. スタッフォード法）に
よると，地震火災，洪水，噴火など朴I政府や地方政府の対応能力をこえ
る自然災害が発生したとき大統領は大災害または緊急事態が存在するこ
とを宣言し，連邦の対応計画の策定を促すことができる 3)。ブッシュ大統
2) この問題をニューヨーク市サイドから取り扱った，市のコントローラーの分析が
連邦会計検査庁のレポートとほぽ同時に発表されている。 W.C. Thompson, Jr., 
9/11: Two Years Later: An Analysis of Federal Aid, September 2003. 
3) United States General Accounting Office, September 11: Overview of Federal 
Disaster Assistance to the New York City Area, October 2003. P. 13. 
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領の要請はこの権限によるものである。その後11ヶ月の間に議会では総額
150偉ドルをこえる連邦直接援助支出と50億ドルと推定される租税の減免
措置をニューヨーク市地区へ供与する 3つの緊急追加歳出法が成立した。
さらに2003年2月に成立した両院統合歳出決議は，災害救援・援助計画の
統括機関である連邦緊急管理局 (FederalEmergency Management 
Administration, FEMA)が，ニューヨーク州とニューヨーク市に関する
かぎり，すでに授権された資金をスタッフォード法では認められていない
災害に付随する費用の弁済にも支出できることを承認した。そこには緊急
事態に従事した人員の健康状態を審査し長期に観察するために現存する
歳出権限のなかから9000万ドルを支出することがふくまれている。さらに
同決議は10万ドルの歳出権限をもちいて，災害直後の瓦礫の除去活動に参
加したひとびとから提起されてくる訴えに対応する機構を保険会社などと
設立することを命じた。表 1はこうした財政立法の経過を示している。
さて，このようなニューヨーク市に関する災害救援援助財政は， これま
での災害救援援助法にもとづく財政の仕組みとはあきらかに異なるいくつ
かの特徴をもっている4¥
第 1に，これは連邦議会が大統領の要請に応えて，特定の災害の救援・
援助対策として規模を明確に規定した歳出額を授権した初めてのケースで
あった。これまでは大統領が大災害あるいは緊急事態の発生を宣言すると，
緊急管理局の「災害救援基金」 (DisasterRelief Fund)から，スタッフォ
ード法に規定された条件に合致する限りすべての申請に対する支出がおこ
なわれ，議会が歳出額を議決することはなかったのである。
第 2に，議会は，この災害のめぐる特異な状況に対応できるように，ス
タッフォード法に規定された諸援助プログラムを緊急管理局の裁量により
弾力的に運用することを認め， さらに先に述べたように両院統合歳出決議
によって，緊急管理局に授権された歳出額をスタッフォード法の適用を受
4) Ibid., pp. 85-89. 
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表 1 連邦会議が議定したニューヨーク市地域支援に関する予算権限
2001年9月18l:J j Public Law 107-38 
総額400億ドルの補正歳出権限のうち約30億ドルをニューヨー
ク市地域へ充当
2002年 1月lOEJ j Public Law 107-117 
ニューヨーク市地域へ約70億ドルの歳出権限を付与
3月9B I Public Law 107-147 
リバティゾーンに対して推定50館300万ドルの課税優遇制度を
設定
8月2A I Public Law 107-208 
2003年2月20U I Public Law 108-7 
連邦緊急管理局に対して．スタッフォード法の諸条項
支出され得ない災害費用を弁済する権限を付サ
（出所） United States General Accounting Office, September 11: Overview of Federal 
Disaster Assistance to the New York City Area, October 2003, p.16から作成し
た。
けない災害に付随する経費を弁済するために支出することを承認した。こ
うした議会の決定は他の連邦機関にたいしてもなされ以ドの各節で述べ
るように救援・援助プログラムの執行過程でさまざまの新機軸がうまれる
こととなった。
第 3に，ニューヨーク市の被災地区に設けられた総額50億ドルとみなさ
れる課税減免のパッケージは，議会が史上初めて創設した特定の被災地区
に対する課税の大規模な減免制度である。
第4に議会は2002年補正歳出法において， 9.11事件に関連する運輸省
のハイウェイ補助プロジェクトについては無期限に全額連邦資金の負担
で施行することを定めた。これは，運輸省の資本補助プロジェクトが， fl、1
政府と地方政府に費用分担を求めてきた従来の方式からの変更である。
2 . 主要機関の執行体制
さて，以上のような200億ドルをこえる大規模な災害救済援助事業に参
加したのは27の連邦機関とアメリカ赤十字社などであるが図 1にみるよ
うに緊急管理局， リバティゾーン，住宅都市開発省，運輸省へ配分された
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援助権限が総額の96%を占めている 5)。
第1にもつとも大きい援助総額の43%にあたる88億ドルの配分を得た
のは緊急管理局であって， 74億ドルが瓦礫除去やインフラストラクチャの
復旧などの援助にあてられ，残りは公的ではない個人に対する支援その他
にむけられた。
第2に，住宅都市開発省へ供与された35億ドルは主としてコミュニティ
開発包括補助金 (UrbanDevelopment Block Grant)として支出されたが，
資金の受け皿となったニューヨーク州のエンパイア州開発公社 (Empire
State Development Corporation) は， 2001年11月に子会社として被害地
区の経済復典と活性化を支援するロワーマンハッタン開発公社 (Lower
図1 ニューヨーク市に対する連邦政府援助額の配分
その他の省庁
8億2,000万ドル
運輸省
23億7,000万ドル
住宅都市開発省 (1)
34億8,000万ドル
リバティゾーン
50億3,000万ドル
連邦緊急管理局
88億ドル
総額の96%
（注） (1)特定目的に援権されるべき11億6000万ドルを含む。
（備考）資料出典： GAO 
（出所） Ibid., 17. 
5)その他の連邦機関としては，小企業庁，労働省，保健・人的サービス省，法務省，
総務省，財務省，証券取引委員会，商品先物取引委員会，教育省，商務省，社会保
障庁，扉用機会均等委員会．輸出入銀行．連邦ドラッグ統制計画などが参加した。
ibid,. pp. 17-18. 
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Manhattan Development Corporation) を設立した。
第 3に運輸省に授権された24億ドルは省内における主たる災害救援援
助機関である連邦高速道路局を中心として，交通施設の復IJと改良のため
に支出されている。
第4に，救援援助総額の 4分の 1にあたる50億ドルが授権されたリバテ
ィゾーンとは，のちに述べるように経済活動の再生を支援するために租税
の減免が供与されるロワーマンハッタン地域であって，そのプログラムを
管理するのは連邦内国歳人庁である。
注Hすべきもうひとつのことは， 9月11Bの災害に関わる連邦政府に付
与された歳出権限額が過去の記録を大きく破る破格の規模をもっている
ことである。先に述べたように， リバティゾーンのように一定の広い面積
を有する地域の再牛のために租税控除が創設された事例はこれまでになか
った。それを除いた 3つの連邦省庁により執行管琲される直接援助支出額
図2 これまでの主要災害のコスト（単位： 100万ドル）
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（注） (1)インフレ率による調整が行われていない名目値。
（備考）資料出典： GAO analysis of agency-provided data. 
（出所） Ibid., p. 19. 
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を過去の事例と比較しても，図 2に見るように，緊急管理局が2001年 9月
11日以前に10億ドルを超える災害援助をおこなった 6つの大災害のうちで
最高額は1994年にカリフォルニアで起きたノースブリッジ地裳災害に支出
された70億ドルであって，ニューヨーク市のケースはそれを大きく上回っ
ている。また住宅都市開発省のニューヨーク市に対する歳出権限は，それ
に先んじる 7つの災害に対して支出された最高額の約 7倍に達する。
表2はこのような財政活動を 4つのカテゴリーに分けて示す総括表であ
る。以下の各節では， 4つのカテゴリーについて詳しく検討しよう。
表2 ニューヨーク市地域に対する災害救援経費総額： 2000年6月30日現在
単位： 100万ドル
分 類 歳出権限＊ 債務負担
1. 初動対応援助 2,554 1,303 
2. インフラストラクチャの改修・改良 5,574 238 
3. 災害関連費用および損害の補償 4,809 3,160 
4. 経済再生プログラム 5,544 * 514 
合 計 18,481 5,215 
（注）租税の特別減免措置による「租税歳出」額が含まれている。
（出所）連邦会計検査庁レポートの諸表から作成した。
II. 災害直後の初動対応援助
支 出
1,170 
54 
2,649 
173 
4,046 
表3のように，災害直後の初動援助活動に対して連邦議会が授権した25
億5400万ドルの歳出権限のうち， 2003年会計年度終了までに13億300ドル
が債務負担され， 11億7000万ドルの支出が行われている。その内訳を見る
と，第 1に， 2200万ドルの支出によって遂行された捜索・救出活動は，緊
急管理局の統括のもとで，全米で活動する28の都市捜索・救出チームのう
ち20チームによって編成された1300人の要員と80頭の捜索犬からなる全国
的な都市捜索・ 救出システムが史上初めて編成され，ワールドトレードセ
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表 3 初動対応援助： 2003年6月30日現在 I]J 単位： 100万ドル
歳出権限 債務負担 支出
¥ 22 22 22 
I  29゜8 
42 
（加 (1)概数のため若fこの数値が加えられていない。 FEMAのデータは2003年7月
31 H時点を表している。
(2) FEMAは2003年9月に亙礫除去活動に関する保険プログラムとして10億｀ド
ルを債務負担したが支出は行われていないn なおこの表はその情報を含
んでいない）
*FEMA=連邦緊急管理局. DOT=運輸省. HUD=H: も都市開発省
（備考）狩料出典： GAO analysis of agency-provided data. 
(Ifり折） Ibid .p. 24. 
ンターの敷地において大規模な捜索• 救出作戦が展開された 6)。
第2に，崩壊したワールドトレードセンターの敷地には地下 4階から
地上11階の閥さに達する]600ガトン近くの瓦礫の山が築かれた。約 7億ド
ルの支出によりそれを取り除きスタッテンアイランドの埋立地へ運ぶ作業
を9ヶ月間で完了したのは，ニューヨーク市のデザイン建設周と清掃局お
よび連邦政府の高速道路周と陸軍工兵隊である。この作業の一部として，
陸軍工兵隊は7000万ドルの支出により．瓦礫のなかから犠牲者の遺品や犯
罪の証拠品をえり分ける細心の注意を必要とする作業に従事した。さらに
先に述べたように， 2003年2月に成立した連邦議会両院合同決議は，緊急
管理局に与えられた歳出権限から10億ドルをもって，災害直後の捜索• 救
出や瓦礫除去の活動に参加した多数の個人から出される請求に対する補償
システムを構築するかつてないプロジェクトを保険会社と設立することを
命じた 7)。
6) General Accounting Office, ibid., pp. 24-25. 
7) Ibid., pp. 25-27. 
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第3に，ワールドトレードセンターの地下は毎日 6万7000人の乗客が利
用していた通勤鉄道 (PortAuthority Trans-Hudson, PA TH) の終着駅
が4つの地下鉄網と連絡するニューヨーク大都市圏における交通体系の要
のひとつであり，また地上にはニューヨーク証券取引所を中心とするウォ
ールストリートが隣接するニューヨーク経済の心臓部が立地している。タ
ワーの崩壊はこの重要な交通体系を破壊するとともに，電気やテレコミュ
ニケーションなどのエネルギー・通信施設に大損害を与えた。災害匝後の
課題の一つは救出と復旧活動のために，また 6日後に予定された証券取引
所の再開に間に合うように，破壊され弱体化した交通システムと電気・通
椙施設を緊急に修復することであった。
こうした事態に対応する緊急交通対策として支出された 2偉9900万ドル
は， (1)地域道路とトンネルの消掃と緊急修理， (2)通勤鉄道臨時終着
駅の建設 (3) フェリーサービスの拡充， (4)通勤交通施設改良に関わ
る新規投資計画などのプロジェクトを展開するために，ニューヨーク・ニ
ュジャージー港湾公社やニューヨーク市交通局に供与された。
電気・通信施設の応急修理のために都市住宅開発省に授権された 2億
5000万ドルは，エンパイア朴l開発公社とその子会社であるロワーマンハッ
タン開発公社を経由して，施設の応急修理を行った民間企業の費用を全額
弁済するために支出することが予定されている 8)0
第4に，タワー崩壊のともなって広がった濃厚な埃の雲は被災地域から
1マイル以上の場所にまでおよび，住宅，学校，営業用建物などの外装や
その内部を汚染した。検在と清浄化のために支出が認められた5300万ドル
は汚染回復作業にむけられたものであり，緊急管理局，連邦環境保護
庁，職業安全保健庁およびニューヨーク市の職員による作業チームが活動
した 9)0
8) Ibid., pp. 27-30. 
9) Ibid., pp. 31-32. 
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N. インフラストラクチャの修復と能力向上
以上のような応急プロジェクトをこえて．ロワーマンハッタンのインフ
ラストラクチャの恒久的な修復と能力向上のために約55億7400万ドルの歳
出が授権され．その大部分を占める50億600万ドルが主として緊急管理局
と運輸省に配分された（表4参照）。
これらの連邦資金により施行が計画されているプロジェクトのなかでも
っとも大きいのは．運輸省が連邦における主たる統括機関となりニューヨ
ーク・ニュージャージー港湾公社．都市交通公社 (Metropolitan
Transportation Authority) を実施機関として28億5000ガドルの資金を投
人して施行される. PATH終着駅の恒久的修復事業とフルトンストリート
乗り換えセンターおよび地Iヽ＾鉄サウスフェリー駅の能力向K事業である。
これにより. 2003: 年11月に竣工したPATHの臨時終着駅にひきつづき建設
されることになる恒久駅は．あらたに設けられるコンコースを通って．改
築されるフルトンストリート乗換えセンターおよび地ド鉄サウスフェリー
駅にリンクされる10)0 
フルトンストリートの地下は 9つの地下鉄網にまたがる 4つの駅を 1H 
表4 インフラストラクチャの修復と能力向上： 2003年6月30日現在 (1)
単位： lOO]jドル-
活動区分 歳出機関 歳出権限 債務負担 支出
交通システムの修復と能力向上 FEMA/DOT /HUD 5,006 238 54 
電気通信施設の恒久的修理 HUD 500 ゜゜短期的資本プロジェクト HUD 68 ゜゜合計額 5,574 238 54 
(rt) (1)概数のため若干の数値が加えられていない。 FEMAのデータは2003年7月
31日時点を表わす。
（備考）資料出典： GAO analysis of agency-provided data. 
（出所） Ibid., p. 59. 
10) Ibid., pp. 61-62. 
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25万人の乗客が乗り降りする市内におけるもっとも利用頻度の高い地点の
ひとつであるばかりでなく，ニューヨーク連邦準備銀行と証券取引所にも
っとも近く通じる地下鉄駅の要衝である。またサウスフェリー駅はマンハ
ッタンを南北に貰く 2つの地下鉄網の終点である。それらは 9.11事件の
被害を受けてはいないが，災害を契機として立ち上げられたロワーマンハ
ッタン全域にわたる交通・輸送能力増強計画に組入れられたのである。そ
してこれは災害によって破損しなかった輸送・交通施設の建直しへ運輸省
の歳出権限が拡張された初めてのケースである。ローワーマンハッタンの
恒久的交通・輸送力増強事業には，さらにニューヨーク港とニュージャー
ジーのウォーターフロント各地点を結ぶフェリー施設改造プロジェクト
や，イーストリバーとハドソンリーバーを通過するアムトラック鉄道のト
ンネル改造プロジェクトが含まれている。
ワールドトレードセンター周辺のエネルギー・電気通倍施設の恒久的修
復のために授権された 5億ドルは，エンパイア州開発公社とロワーマンハ
ッタン開発公社をとおして支出される 11)。
これらのプロジェクトに対する歳出授権額のうち， 2002会計年度末まで
になされた債務負担が2億3800万ドル，支出額がわずかに5400万ドルにと
どまっているのは，整備事業が大規模で計画立案から施行までに長期間を
要する性格をもっているからである。しかし約17億ドルの予算権限の執行
計画が未定となっている。
V. 災害に関連する費用と損害に対する補償
災害関連経費と損害に対する補償は，表5に見るように，公的機関や非
営利団体，個人と家族，事業体の 3つのカテゴリーに分けて計上されてい
る。総額48億9000万ドルの歳出権限に対して， 31億6000万ドルの債務負担
11) Ibid., pp. 69-70. 
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がなされ. 26万4900万ドルが2003会計年度末までに支出されている。
第 1に．緊急管理局が公的機関などの団体に対する費用弁済のために行
った支出は14億9000万ドルであるがこのうち 6億4300万ドルは災害直後
から救援• 復IB活動に従事したニューヨーク市警察局と消防局職員に対す
る手当と賃金の支払いにあてられた。さらにカウンティなどの自治団体．
港湾公社などの公企業．民間の非営利団体も災害により傷ついた施設の修
理取替えなどの費用の弁済を受けた。これらは連邦のスタッフォード法
の規定によるものである。これに加えて. 2003年 2月の議会両院統合決議
により．緊急管理局はこれまでスタッフォード法の諸規定では弁済不可能
であった災害に付随する費用に対しても補償を行うことができるようにな
った。その歳出授権額は12億4100/jドルである12)0 
第 2に．個人と家族に対する補償のなかで最も大きいのは. 2億8100h
ドルの歳出が計上された住宅都市開発省の届住者補助金 (Residential
Grant Program) である。ワールドトレードセンター敷地に隣接する近隣
住区の住宅人屈率は 9月11Hのあと60%低下した。ロワーマンハッタン開
発公社により管理される 3つのプログラムからなる居住者補助金は．被古
地区に残っている住民の損失を補償し．空室率の1-.昇に歯止めをかけるた
表5 災害に関連する費用と損害に対する補償： 2003年6月30日現在 (1)
単位： 100万ドル
・- ___ , " -,.. ・- -―’ 
活動区分 歳出機関 歳出権限 債務負担 支出
・--'ー-ー・- -・ 
1'・1, 市．その他団体への援助 FEMA 3,319 1,857 1.593 
個人と家族への援助 FEMA/HUD 807 729 546 
事業体への援助 HUD 683 574 510 
合計額 4,809 3,160 2,649 
（注） (1)概数のため若干の数値が加えられていない。 FEMAのデータは2003年7月
31日時点を表わすQ
（備考）資料出典： GAO analysis of agency-provided data. 
（出所） Ibid .p. 38. 
12) Ibid., pp. 39-41. 
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めにあたらしい入居者を促進し，地区の人口の安定を図ることを目的とし
ている。 2003年5月末にこのプログラムが終了するまでに申請した 4万人
近くのひとびとが補助を得た13)。
つぎに 2億ドルが計上された抵当・家賃援助 (Mortgageand Rental 
Assistance)は，センター周辺に住んでいて29%を超える所得減少の被害
を受けた人，または職場がマンハッタンのいずれの地域にあるかを問わず
9月11日の災害により25%の所得損失が発生したと認められる個人に対し
て，抵当支払いや家賃の補助を18ヶ月にわたり提供するものである。こう
した被災地域の弾力的拡張はニューヨーク市で初めて行われたものである14)。
さらにクライシスカウンセリング援助に 1億6600万ドルが計上されてい
る。この資金はニューヨーク州精神保健局 (StateOffice of Mental 
Health)により管理され，災害によって精神的に傷つけられたひとびとに
対するカウンセリングが提供された。その有資格者はニューヨークのみな
らずニュージャージー，コネチカット，ペンシルバニア，マサチューセッ
ツなどの諸州に広がっている 15)0 
第3に，事業体に対する補償には総額6憶8300万ドルの歳出が授権され，
すでに 5億1000万ドルが支出されている。それらの大半はエンパイア州開
発公社とロワーマンハッタン開発公社によって管理されている。
もっとも大きいのは 5憶7800万ドルが計上された事業復典補助金
(Business Recovery Grant)である。 9月11日の災害の影響を受けた事業
体の99%は従業員が200人に満たない小規模事業であり，そこで雇用され
ていたひとびとの約50%が事件の影響を受けたものと推定されている。事
業復典補助金は，こうした小規模事業の損害を補償するものであり，マン
13) このプログラムの申請期限は2003年6月末まで延長された結果，さらに 3万1000
人が総額 1億7700万ドルの補助申請を行い， 1低600万ドルが追加交付された。
ibid., pp. 42-45. 
14) Ibid., pp. 45-47. 
15) Ibid., pp. 47-48. 
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ハッタン14T目から南の地区において従業員500人未満で営まれていた企
業や事業がワールドトレードセンターの消滅より失ったとみなされる収入
額を弁済した。補助巾請期間は2002年 1月258から同年12月318までに限
定された。しかしこのプログラムは，マンハッタンの全域に500人以上の
従業貝を有するがロワーマンハッタンでの雇用者が200人に満たない事業
体にも適用されたので，マクドナルド，ゼロックス，スターバックなどの
大企業も補償にあずかったのである。エンパイア州開発公社の報岩によれ
ば，このプログラムの援助を獲得した 2ガ以上の事業に2003会計年度末ま
でに支出された補助金額は 4 億8800ガドルであり，このうち 4~意7500万ド
ルが小規模事業に1300億ドルが大企業へ交付され， 14JjlOOO人の扉用にイ
ンパクトを与えたとされている 16)0 
事業に対する補償としてはさらに， ワールドトレードセンターの内部ま
たはそれに隣接していた結果．労働}Jの極度の損失をこうむった小規模事
業への特別の補償や，被災地域の零細な事業に低い金利で運転資金を融資
するコミュニティ・ベースの金融機関へ提供される事業復興融資への歳出
などいくつかの融資プログラムが組まれた。
VI. 経済再生プログラム
前節で述べた住民や事業体に対する補助金や融資のプログラムの基本的
目的は被災による損害の補償であったがそれらはまたロワーマンハッタ
ンにおける経済活動の再生に貢献することも期待されていた。しかし連邦
議会と政府はさらにより積極的な経済再生を支援するプログラムを決定し
ている。
1 . リバティゾーン
もっとも大きい規模をもつのは， 2002年に制定された雇用創出・労働者
16) Ibid .pp. 50-52. 
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援助法の第 3章 (Title皿 ofthe Job Creation and Worker Assistance 
Act) に設けられた課税の特別減免制度である。すなわち，この法律は，
図3のように 9月11日の事件によって特にきびしい打撃をうけたキャナル
ストリート，イーストブロードウェイおよびグランドストリートから南の
地区をリバティゾーンと規定して，主としてこの地区につぎの 7つの減免
制度を設けたのである17¥
(1)小企業に対する税額控除
従業員数200人以下の小企業に適用され，地区内で営業しているすべて
の事業体に対して， 2002年1月から03年12月までの期間にかぎり従業員 1
人当り2400ドルの連邦税控除 (BusinessEmployee Credit) を提供する。
この税額控除は，事件の結果として市内の他の地区へ移転を余俄なくされ
た事業体にも適用された。
図3 ニューヨーク・リバティゾーン
［マンハッタン］
［ブルックリン］
（出所） Ibid., p. 75. 
17) Ibid., pp. 74-79, pp. 96-99. 
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(2)特別償却
地区内における資廂の調整課税ベースの30%を5年間で償却することを
品める加速度償却を動産については2006年不動産には2009年まで適用
する。
(3)連邦免税債 (LibertyBond) の発行
2004年未Hを期限とし80億ドルをf-.限として，民間の商業用および住宅
用不動産の取得，新規建設，再建および改修に要する資金調達のために発
行される。州知事と市長がそれぞれ40億ドルの発行を承認する権限を与え
られ限度額の 4分の 1を地区外の商業用プロジェクトに使用することが
できるが 2003年 5月までに承認された発行額は 8億7600万ドルにとどま
っている。
(4)既発行地方債の再借換え
朴Iとrtiは，ニューヨーク巾の施設整備のため過去に発行されすでに 1度
借換えが行われた地方債をもう 1度再借替えするために連邦免税債を発
行することができる。再借換え限度額は総額90億ドルとされ， 2004年末H
を期限としで州と巾に45億ドルずつ配分された。 1-Mと市はこの権限を用い
て， 2003年 6月までにそれぞれ36億8000万ドルと16億4000万ドルの再借換
えを行っている。
(5)小規模事業投資にたいする減税
地区内で2001年 9月1以後に投資された一定規模以下の小規模な事業用
資産にたいする課税控除額を特別増額する。納税者は2006年末日まで便益
を得ることができる。
(6)課税の猶予
9月11日事件によって破損または使用不能となった資産の取替え期間を
3年から 5年に延長する。この制度により納税者は事件に起因してなされ
た保険金支払いから受け取る利益に対する課税を 5年間繰り延べることが
できる。
(7)非住宅用賃貸不動産の施設改良投資の加速度償却
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9月11日から2006年末Hまでに改善された商業用賃貸不動産については
5年間で償却する。
連邦議会の合同租税委員会 (JointCommittee on Taxation) の推計に
よれば，以上 7つの制度によりもたらされる「租税歳出」 (Tax
Expenditure)額は， 2002年度から10年間で50億2900万ドルに達するであ
ろうと見込まれている。表6にはこの推計額が計上されている 18)0 
2. その他の経済再生プログラム
以上の課税減免制度のほかに連邦議会は住宅都市開発省に対して総額
5億1500万ドルにのぽる歳出権限を与えたが， 2003年 6月までにすでにほ
ぽ全額の債務負担がおわり， 1偉7300万ドルがエンパイア州開発公社とロ
ワーマンハッタン開発公社が管理するさまざまの経済再生プログラムに支
出されている。それらはワールドトレードセンターの破壊によって，その
敷地から約 7万5000のひとびとが働いていた1025の企業が排除され， さら
表6 経済再生プログラム： 2003年6月30日現在
活動区分 歳出機関＊ 歳出権限・減免措置
課税減免措置：
リバティゾーン IRS 5 ＇ 029(1) 
その他の再生プログラム：
雇用創出維持補助金 HUD 320 
小企業誘致・維持補助金 HUD 155 
その他の活性化活動 HUD 40 
（小計） 515 
合計額見積り 5,544 
（注） (1)議会の租税合同委員会による歳入減の推計額である。
(2)租税減免措置は債務負担と支出が行われない。
*IRS=内国歳入庁
（備考）資料出典： GAO analysis of agency-provided data. 
（出所） Ibid., p. 7 4.
18) Ibid., pp. 76-79. 
単位： 100万ドル
債務負担 支 出
NA<2l NA<zl 
320 130 
155 31 
39 12 
514 173 
514(2) 173(2) 
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にこれを上回る多数のビジネスが引続く復典作業の過程で移転を余俄なく
されたことに対応するものである。
そのひとつは， 3億2000万ドルの雇用創出・維持補助金 (JobCreation 
and Retention Grant) であなマンハッタンからの企業の流失による経
済的打撃を緩和することを目的とし従業員数200人以上の事業を対象と
する支援により 8万人の雇用の維持と創出をめざしている。ビジネスから
出される支援申請はエンパイア1+開発公社とニューヨーク市のNPOであ
る経済開発法人 (EconomicDevelopment Corporation) により審介され，
適格事業は補助金とともに低利融資および融資保証の便益を得るが．最低
7年にわたりニューヨーク市内における職場を維持しなければならない(J
2003年 6月未までに72の事業に対する 2億5100hドルの補助金交付が採択
され， 1億3000万ドルが支出されている 19)0 
もうひとつの同じH的のプログラムは従業員数200人木満の巾業を対
象とした総額 1億5500万ドルの小企業誘致・維持補助金 (SmallFirm 
Attraction and Retention Grant) であなワールドトレードセンターJ打J
辺に立地する巾粟には従業員 1人‘片り5000ドル，ロワーマンハッタンの他
の場所に立地する場合には 1人当り3500ドルの補助金が交付されるが，補
助金の交付を受けた事業は少なくとも 5年にわたり党業地を移転すること
ができない。また2004年12月31f-:1を越えて継続される長期賃貸借契約が結
ばれた場所において営まれている事業は対象にならないとされている。こ
のプログラムの申請期限は2004年末であるが， 2003年 6月末までに交付を
受けたのは951事業であり，補助金額は3100万ドルにとどまっている20)。
さらにこうした補助プログラムにくわえて， 4000万ドルが投入されて
様々なロワーマンハッタンの活性化とイメージアップ活動が展開されてい
る。それらはチャイナタウン バ ツア）ーパークなどを訪れる観光客を増
やすために企画されたサマーフェスティバル， ミュージアムツアーをはじ
19) Ibid., pp. 79-80. 
20) Ibid .pp. 80-81. 
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めとして多岐にわたるがロワーマンハッタン開発公社のもとで行われた
もっとも広範囲におよぶキャンペーンペーン活動は，海外からをふくむ
5000以上のデザインの応募により争われたワールドトレードセンター跡地
再建のための国際デザイン・コンペであった。そこにはやがてStudio
Daniel Libeskindの設計によるメモリアルタワーが聟え立つことになる21)0 
珊．連邦財政支出の評価をめぐって
さて，以上のように連邦会計検査庁のレポートは，ニューヨーク市の被
災地域に対する連邦財政の対応が，従来の災害救援援助財政のあり方を大
きく変えたことを示している。すなわち，議会における大規模な予算権限
の授権とその弾力的執行方法の承認，復旧事業の範囲をこえる多面的な復
典事業と再開発プロジェクトの発足，課税減免地域の設定，州および地方
政府の費用分担の軽減などにあらわれた変化は， 9.11事件が在来の災害救
援援助法が想定していた災害の概念とは大きく異なる政治的意味合いをも
った都市災害であって，連邦政府と議会が事件匝後の衝撃のなかで，合衆
国の威信をかけてニューヨーク市の再生を図ろうとしたことを表している
といえよう。こうした財政の大部分はニューヨーク市の財政制度を経由す
ることなく主として連邦機関と朴l政府およびそれが設立した公社などによ
り管理・執行され，その効果は住民生活の安定や営業と雇用の回復などを
通して間接的にニューヨーク市の財政にあらわれるのであるが，連邦資金
の一部分は災害関連・付随費用の弁済などのためにニューヨーク市に交付
されることにより，事件による市財政のストレスを和らげたのである。
しかし．こうした連邦の決定と誓約は，連邦とニューヨークとの間に新
たな問題を生み出すこととなった。それはニューヨーク市に対する連邦財
政援助のために決定された大規模な歳出権限と現実におこなわれた執行額
21) Ibid., pp. 82-84. 
186 (186) 第 49 巻第 1 号
との乖離をめぐる問題である。いまこれを前節までに検討した 4つのカテ
ゴリーに即してみると，第 1に初動対応援助活動の場合は，歳出権限額
の51%の債務負担がなされ， 45.8%の支出がおわっている（表3に注記し
たように 2003年 9月におこなわれた10億ドルの債務負担を加えると，債
務負担率は90.2%となる）。第 2に． インフラストラクチャの修復と改良
事業については．歳出権限のわずか4.3%の債務負担がおこなわれ. 1 % 
の支出がおわったにとどまっている。第 3に．災害関連費用と損古の補償
では．歳出権限の64.6%の債務負担がなされ.55.1 %の支出が終了している()
第4に．経済再牛プログラムにおける最大のプロジェクトであるリバティ
ゾーンの実績をホすデータは．内国歳人庁などの機関において把握されて
いない。
こうしてインフラ補修・整備プロジェクトと課税減免制度の施行の遅延
がとりわけ大きく，連邦の背約の履行を危惧するニューヨークの州とrliの
フラストレーションを生み出す要因となった。 2003年の初めに，ニューヨ
ーク州知事や市政府の諸機関が， ロワーマンハッタンの交通インフラ幣備
のために授権されたか未定のままになっていた約17億ドルの予算権限の執
行を促すために，新規プロジェクトを相次いで提案したのはこうした雰囲
気を反映したものである22)。さらに2003年 9月に発表されたニューヨーク
市コントローラーのレポートも，経済再生プログラムの期限延長のため法
改正を求めた23)。こうしたニューヨーク側の評価と要求は稿を改めて取上
げよう。
22) Ibid◆, pp. 63-64. 
23) Thompson, Jr., 9/11: Two Years Later: An Analysis of Federdal Aid, 
September 2003. 
